
高崎市職業能力開発連絡協議会会則 

 

（名 称） 

第１条 本会は、高崎市職業能力開発連絡協議会と称する。 

（目 的） 

第２条 本会は、構成団体相互の円滑な連絡協調を図ることによって、職業訓練の充実、

技能者の社会的、経済的地位及び技能水準の向上に努めもって高崎市の産業振興及び

市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

（構 成） 

第３条 本会は、高崎市内の技能職団体及び技能検定職種を包含する団体で、本会の目

的に賛同するものをもって構成する。 

（事 業） 

第４条 本会は、第２条の目的を達成するため次の事業を行う。 

（１）職業訓練に関すること。 

（２）構成団体の親睦向上に関すること。 

（３）職業訓練表彰及び技能者表彰に関すること。 

（４）高崎市技能開発センターの管理、運営に関すること。 

（５）分科会事業に関すること。 

（６）関係行政機関及び関係団体との連絡調整に関すること。 

（７）その他本会の目的達成に必要な事業 

（役 員） 

第５条 本会に次の役員を置く。 

（１）会  長    １名 

（２）副 会 長    ４名 

（３）会  計    １名 

（４）監  事    ２名 

２ 常任理事及び理事は、構成団体から選任された者とし、その構成人員により３０名以

下は２名、５０名以下は３名以内、５１名以上は５名以内とする。この場合において、

常任理事は、当該構成団体の長であることとする。 



３ 会長、副会長、会計及び監事は総会で互選する。 

（顧問・相談役） 

第６条 本会に顧問及び相談役を置くことができる。 

２ 顧問は関係行政機関の長のうちから、相談役は学識経験者または構成団体の構成人員

である会長経験者のうちから、常任理事の承認を得て、会長が委嘱する。 

（役員の職務） 

第７条 役員の職務は次のとおりとする。 

（１）会長は、会務を掌理し、会議の議長となる。 

（２）副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときはこれを代行する。 

（３）会計は、本会の経理を掌理する。 

（４）監事は、本会の会計、帳票を監査する。 

（顧問・相談役の職務） 

第８条 顧問、相談役は、会長の要請により会議に出席し、指導助言を行う。 

（役員の任期） 

第９条 役員の任期は、２年とし再任を妨げない。 

２ 補欠選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会 議） 

第１０条 会議は、総会、役員会、常任理事会とし、会長が招集する。 

２ 会議は、構成員の過半数の出席で成立し、議事は出席者の過半数で決する。なお、可

否同数のときは、議長の決するところとする。 

（総 会） 

第１１条 理事会をもって総会とし、年１回開催する。ただし、会長が必要と認めた場

合は、臨時に開催することができる。 

２ 総会は、次の事項を議決する。 

（１）事業計画 

（２）予算及び決算 

（３）会則の変更 

（４）その他本会運営に関する基本的事項 

（役員会） 



第１２条 役員会は、会長、副会長、会計、監事で構成し、必要に応じて会長が招集す

る。 

２ 役員会は、次の事項を審議する。 

（１）通常の会務運営に関する事項 

（２）総会で委任された事項 

（常任理事会） 

第１３条 常任理事会は、会長、副会長、会計、監事及び常任理事で構成し、必要に応

じて会長が招集する。 

２ 常任理事は、会長が必要と認めた事項について審議する。 

３ 常任理事が常任理事会に出席できないときは、当該常任理事の属する構成団体の他の

理事が、代理で出席することができる。 

（部 会） 

第１４条 第４条第４号に定める事業を専門的に処理するため、高崎市技能開発センタ

ー運営部会（以下「運営部会」という。）を設置する。 

２ 運営部会は、常任理事会をもってあて、管理、運営に必要な事項を議決する。 

（分科会） 

第１５条 第４条第５号に定める事業を行うため、次の分科会を設置する。 

（１）建設関連部会 

（２）機械・自動車関連部会 

（３）サービス関連部会 

２ 分科会は、委員長及び副委員長を置く。 

３ 分科会は、事業計画に必要な事項を議決し、常任理事会の承認を得るものとする。 

（経 費） 

第１６条 本会の経費は会費、補助金、その他の収入をもってあてる。 

２ 会費は、毎年４月１日現在における構成団体の所属人員の規模に応じ、次の表に掲げ

る区分に基づく年額分を当該年度当初に、年度途中の加入にあっては加入時に、一括納

入しなければならない。 

区     分 金     額 区     分 金     額 



１０名以下 ６,０００円 ７１名～９０名 ２５,０００円 

１１名～３０名 １０,０００円 ９１名～１１０名 ３０,０００円 

３１名～５０名 １５,０００円 １１１名以上 ３６,０００円 

５１名～７０名 ２０,０００円   

（会計年度） 

第１７条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終る。 

（入会及び退会） 

第１８条 第３条に規定する団体が新たに本会に入会しようとするときは、または構成

団体が本会から退会しようとするときは、その旨を届け出て、会長の承認を得なけれ

ばならない。 

２ 会長は、前項の規定による届出があったときは、その内容を総会に報告するものとす

る。 

（事務局） 

第１９条 本会の事務局は、高崎市商工観光部産業政策課内に置き、事務局長及び事務

局員は会長が委嘱する。 

（委 任） 

第２０条 本会の運営上必要と認めたときは内規を設けることができる。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この会則は、昭和５８年６月１０日から施行する。 

        平成元年５月１７日改定施行する。 

（設立当初の役員の任期） 

２ 本会の設立当初の役員の任期は、第９条第１項の規定にかかわらず、施行の日から昭

和６０年３月３１日までとする。 

（会費の特例） 

３ 本会の設立当初の会費は、第１５条第２項の条文中「毎年３月１日」を「施行日」に、

「当該年度当初に」を「施行後遅滞なく」と読み替えて適用する。 

（会計年度の特例） 



４ 設立当初の会計年度は、第１６条の規定にかかわらず、施行の日から昭和５９年３月

３１日までとする。 

   附 則（平成５年５月２４日第１５条） 

 この会則は、平成６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成７年５月２９日第５条２項） 

 この会則は、平成７年６月１日から施行する。 

   附 則（平成１０年５月１９日第７条、第１０条、第１２条、第１３条） 

 この会則は、平成１０年５月１９日から施行する。 

   附 則（平成１５年５月２８日第５条第２項、第９条第１項） 

 この会則は、平成１５年５月２８日から施行する。 

   附 則（平成１７年５月２４日第１９条） 

 この会則は、平成１７年５月２４日から施行する。 

   附 則（平成１８年５月２４日第４条第４号、第１４条第１項） 

 この会則は、平成１８年５月２４日から施行する。 

   附 則（平成２０年５月２７日第６条第２項、第１３条第３項、第１８条、 

       第１９条、附則第５項） 

 この会則は、平成２０年５月２７日から施行する。 

   附 則（平成２１年５月２８日第５条、第７条） 

 この会則は、平成２１年５月２８日から施行する。 

   附 則（平成２４年４月１日第１９条） 

 この会則は、平成２４年４月１日から施行する。 


